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坂本　久理 特定職員

京都大学高等教育研究開発推進センター　教員・スタッフ

ミッション

全学委員会
教育制度委員会、FD研究検討委員会、教育
コンテンツ活用推進委員会、大学評価委員会
等

各部局
教育学研究科、国際高等教育院、情報環境機
構、学術情報メディアセンター、図書館機構、
各学部・大学院等

大学執行部

協 議 員 会

運営委員会

教育メディア研究開発部門高等教育教授システム
研究開発部門 教育アセスメント室

学内研究担当教員

高等教育研究開発推進センター

事務部
吉田南構内共通事務部、教育推進・学生支援
部教務企画課/入試企画課、企画・情報部企
画課IR推進室等

教育制度改革

大学評価や教育の国際化対応
を推進するための様々な制度改
革の支援・推進を行う

（例）
●学部コースツリー
●大学院カリキュラムの可視化
●GPA制度
●科目ナンバリング制度
●全学教育シンポジウム
●各種勉強会

FD（Faculty Development）

授業改善にとどまらない、より
広い教育改善・改革の推進を視
野に入れ，本学学生の学習成果
の向上を図る

（例）
●新任教員教育セミナー
●教育サポートリソース（冊子）
●部局間連携FD
●プレFD
●関西地区FD連絡協議会
●大学教育研究フォーラム

ICTの教育的活用

OCW・MOOC等のICTを活用
した教育方法の本学における効
果的導入・普及を図る

（例）
●オープンコースウェア(OCW)
●大規模オープンオンライン講

義(MOOC)
● 学 内 向 け オ ン ラ イ ン 講 義
（SPOC）

●学習管理システム(CMS/LMS)
●Mutual Online System for 

Teaching & Learning (MOST)
●教材開発・支援

IR（Institutional Research）

アセスメント結果（エビデンス）
を通じた教育・学習の質的向上
を目指す取り組み（教育に係る
IR）を推進する

（例）
●学生の学習実態の組織的把

握（全学学生調査の開発等）
●学習成果の可視化（「京大生 

プロファイル」の開発等）
●教育・入試改革プログラムの

効果検証

1. 学校と社会をつなぐ調査（通称「10年トランジション調査」）

　「学校と社会をつなぐ調査」（通称：10年トランジション調査）は、2013年に京都大学高等教育研究開発推進センターと学校法人河
合塾が共催で開始した、高校生を対象に10年間追跡調査するものです。全国378校の高校2年生45,311名が調査に参加し、この度の
大学3年生の調査には、3,239名の大学生（2015年時の高校卒業時に現役で大学進学した生徒）が引き続き参加しました。当時

（2013年）高校2年生だった生徒はいま大学4年生（現役合格者）になっています。

● 2018年2月には、高校2年生から大学1年生へのトランジションについての成果を、『高大接続の本質－
学校と社会をつなぐ調査」から見えてきた課題－』（溝上慎一責任編集　京都大学高等教育研究開発推
進センター・河合塾編　学事出版）として刊行しました。

● 高校２年生から大学３年生までのトランジションについての分析結果は、いま報告書を刊行準備中です
（2019年3月予定）。報告書の主な結果は、次の２点にまとめられます。

これまでの報告書は下記をご覧ください。
http://www.highedu.kyoto-u.ac.jp/trans/

（溝上 慎一）

Ⅶ. 産学連携

CPEHE Annual Report 2018
Center for the Promotion of Excllence in Higher Education, Kyoto University

（1）資質・能力は、高校2年生から大学３年生にかけて、クラス内での変化は統計的に認められるものの、クラス間を
移動するほどには大きく変化しない（例えば低クラスから中クラスまたは高クラス、中クラスから高クラスまたは
低クラスなど）。

（2）資質・能力の高低と学習（主体的な学習態度やアクティブラーニング外化など）、キャリア意識（二つのライフ）は
密接に関連している。資質・能力の高い者はアクティブラーニングをはじめとする学習に意欲的に取り組み、
キャリア意識も高いといえる。

●高等教育における教授法，教育課程，教育評価，教育制度，ICT活用等，教育システムに関する開発と実践を行う
●本学の教育改革・改善に係る取り組みについて，専門的立場から企画・実施・評価・助言・協力を行う
●実践的研究に基づく成果を，本学の教育の質の向上に供するとともに，国内外の高等教育の発展に寄与させる

全学機能組織としてのセンターの取組と連携体制
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